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 第１章 生活排水処理の現状と課題             

１ 生活排水を取り巻く社会情勢  

（１）関連法令の概要 

水質汚濁の防止などに関しては様々な法律が施行されており、こうした法律に基づ

いて水質汚濁の防止、生活排水処理施設の整備等が行われています。［表 3-1-1］ 

 

表 3-1-1：関連法令の概要 

施行年月 関 連 法 令 概  要 

昭和 33 年４月 下水道法 

公共下水道、流域下水道等の設置その他の管理の基準等を定
めて、下水道の整備を図り、もって都市の健全な発達及び公
衆衛生の向上に寄与し、併せて公共用水域の水質の保全に資
することを目的としています。 

昭和45年12月 水質汚濁防止法 

工場及び事業場から公共用水域に排出される排水及び地下
に浸透する水を規制するとともに、生活排水対策の実施を推
進すること等によって、公共用水域及び地下水の水質の汚濁
の防止を図り、市民の健康を保護するとともに生活環境を保
全すること等を目的としています。 

昭和 58 年５月 浄化槽法 
公共用水域等の水質の保全等の観点から浄化槽によるし尿
及び雑排水の適正な処理を図り、もって生活環境の保全及び
公衆衛生の向上に寄与することを目的としています。 

 

（２）国及び県の計画 

国及び県では、生活排水の対策と生活排水処理施設の整備を推進するための計画を

定めています。［表 3-1-2］ 

 

表 3-1-2：国及び県の計画の経過 

年 月 関連する計画など 

平成15年10月 社会資本整備重点計画（国） 

平成18年３月 埼玉県生活排水対策マニュアル（埼玉県） 

平成21年３月 社会資本整備重点計画改定（国） 

平成28年10月 埼玉県生活排水処理施設整備構想（埼玉県） 

平成27年9月 社会資本整備重点計画改定（国） 

 

（３）国及び県の達成目標 

①  国の目標 

国では、社会資本整備重点計画法に基づき社会資本整備重点計画を策定（平成 27

（2015）年９月）しており、快適で活力のある暮らしの実現を図るため、公衆衛生の

向上と生活環境の改善を推進し、汚水処理人口普及率（生活排水処理率と同意）を平

成 32（2020）年度までに約 96％にすることを目標としています。 
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②  県の目標 

県では、平成 28（2016）年 10 月に「埼玉県生活排水処理施設整備構想」を策定し

ており、全体計画の最終目標となる平成 37（2025）年度（目標年度）において、生

活排水処理人口普及率を 100％としています。 

 

２ 生活排水処理の状況 

（１）生活排水処理体系 

生活雑排水※１ については、下水道の整備・普及を図り、単独処理浄化槽は、合併

処理浄化槽への切り替えを推進し、生活排水処理率は 96.8％となっています。また、

収集したし尿及び浄化槽汚泥については、朝霞地区一部事務組合（朝霞市・志木市・

和光市・新座市）（以下、「組合」という。）のし尿処理場で、広域的に適正処理を行っ

ています。 

本市の生活排水※２ の処理体系は、次のとおりです。［図 3-1-1］ 

 

図 3-1-1：生活排水の処理体系 

 

 

 
※１：生活雑排水：生活排水のうちし尿を除くものをいう。 

※２：生活排水：し尿と日常生活に伴って排出される台所、洗濯、風呂等からの排水をいう。 

※３：公共用水域：河川、湖沼、港湾、沿岸海域、その他公共の用に供される水域 

※４：合併処理浄化槽：浄化槽法における浄化槽 

※５：単独処理浄化槽：浄化槽法におけるみなし浄化槽 
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（２）生活排水の処理主体 

本市の生活排水の処理主体は、次のとおりです。［表 3-1-3］ 

 

表 3-1-3 生活排水の処理主体 

処 理 施 設 の 種 類 処理対象物 処理主体 

公 共 下 水 道 し尿・生活雑排水 下水道課 

合 併 処 理 浄 化 槽 し尿・生活雑排水 世帯 

単 独 処 理 浄 化 槽 し尿 世帯 

し 尿 処 理 場 し尿・浄化槽汚泥 朝霞地区一部事務組合 

新 河 岸 川 水 循 環 

セ ン タ ー 
し尿・生活雑排水 埼玉県 

 

（３）生活排水処理形態別人口 

生活排水処理形態別人口は、下水道人口においては平成 25（2013）年度が 121,483

人でしたが、平成 29（2017）年度は 132,002 人となり 10,159 人（約 9％）増加してい

ます。 

単独処理浄化槽人口においては、平成 25（2013）年度が 2,968 人でしたが、平成

29（2017）年度は 1,347 人となり 1,621 人（約 55％）減少しています。［図 3-1-2］ 
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図 3-1-2：生活排水処理形態別人口の推移 
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（４）生活排水処理率 

生活排水処理率は、平成 25（2013）年度は 93.1％でしたが、平成 29（2017）年度

には 96.8％となり、3.9 ポイント増加しています。［図 3-1-3］ 
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注：国及び県の平成 29年度における平均値は、平成 30年 8月現在では公表されていません。 

図 3-1-3：生活排水処理率の推移 

 

（５）し尿及び浄化槽汚泥処理量 

し尿及び浄化槽汚泥処理量は、し尿及び浄化槽汚泥とも減少し、平成 25（2013）年

度は全体で 4,119ｋ でしたが、平成 29（2017）年度には 2,713ｋ となり、33.5％減

少しています。［図 3-1-4］ 
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図 3-1-4：し尿など処理量の推移 
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（６）下水道整備 

  ①下水道普及率 

本市の下水道は、昭和 56（1981）年４月から新河岸川水循環センター（旧荒川右岸

流域下水道終末処理場）で処理が開始され、昭和 57（1982）年８月には市内の一部地

域（309.88ha）で供用を開始しました。その後、平成 29（2017）年度末で 1,085.3ha

に処理区域内面積を拡大し、行政人口にかかる普及率は 97.6％です。 

 

  ②汚水管整備事業 

   汚水管整備事業は、平成 29（2017）年度末で認可区域内の整備率が 96.6％です。 

   今後は、未整備地区の整備を早急に行う必要があります。 

 

  ③下水道の維持管理 

下水道事業を開始して 30 年以上を経過していることから、汚水管の老朽化が見受

けられ、地下水の浸入等による機能低下への対策が必要です。 

 

  ④下水道の概要 

本市の下水道の概要は、次のとおりです。［表 3-1-4］、［表 3-1-5］ 

 

表 3-1-4：下水道の概要 

施設 

項目 
公共下水道 

計 画 目 標 年 次 平成３６年 

下 水 排 除 方 式 分流式 

計 画 処 理 面 積 1,403 ha 

計 画 処 理 人 口 118,700人 

計画汚水量（日最大） 56,100 m3 

              出典：荒川右岸流域関連朝霞公共下水道事業計画変更認可図書 

 

表 3-1-5：下水道終末処理場の概要 

項 目 内 容 

施 設 名 称 
新河岸川水循環センター 

（埼玉県荒川右岸流域下水道） 

所 在 地 埼玉県和光市新倉6丁目1番1号 

処 理 能 力 642,760 m3/日 

処 理 方 式 

標準活性汚泥法 

凝集剤添加循環式硝化脱窒法 

高速濾化法 

            出典：埼玉県荒川右岸流域下水道維持管理事業概要 
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（７）収集・運搬 

し尿及び浄化槽汚泥の収集・運搬は、組合の許可業者により行っています。 

 

（８）中間処理 

収集・運搬されたし尿及び浄化槽汚泥は組合のし尿処理場で、広域的に適正処理を

行っています。［表 3-1-6］ 

表 3-1-6：し尿処理施設の概要 

項  目 内  容 

施 設 名 称 朝霞地区一部事務組合
  

し尿処理場 

所 在 地 埼玉県朝霞市大字根岸７７０番地 

処 理 能 力 
38 k  /日（し尿6 k  /日、浄化槽汚泥混合32 k

  /日） 

処 理 方 式 前処理・希釈下水道放流方式 

竣 工 年 月 平成30年7月 

残 渣 処 分 方 法 焼却処理を委託 

処 理 水 流域下水道へ放流 

敷 地 面 積 2,133.61m2 

運 転 管 理 体 制 直営 

 

（９）最終処分 

し尿等処理後に発生するし渣は志木地区衛生組合新座環境センターで焼却処理を

行い、汚泥は希釈して公共下水道へ放流します。 

 

３ 課題の整理 

本市の生活排水処理率は年々増加し、平成 29（2017）年度においては 96.8％となって

いますが、3.2％が生活排水を単独処理浄化槽及び汲み取りによる処理となっています。 

そうしたことから、水質汚濁を防止し良好な水環境を維持するために生活排水処理率

の向上を目指し、下水道を整備・普及し接続と利用を促進すること、また、下水道区域

以外については、合併処理浄化槽の設置を普及することが課題となります。 

し尿処理場においては、公共下水道の普及により、し尿及び浄化槽汚泥の減少が見込

まれますが収集量に留意し、適正な処理体制を維持することが課題となります。 
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 第２章 生活排水の処理計画 

１ 処理方針と処理主体 

（１）基本方針 

組合における生活排水処理の基本方針は、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

（２）処理主体 

目標年度における生活排水の処理主体は、以下のとおりです。［表 3-2-1］ 

 

表 3-2-1：将来の処理主体 

処 理 施 設 の 種 類 処理対象物 処理主体 

公 共 下 水 道 し尿・生活雑排水 下水道事務所 

合 併 処 理 浄 化 槽 し尿・生活雑排水 世帯 

単 独 処 理 浄 化 槽 し尿 世帯 

し 尿 処 理 場 し尿・浄化槽汚泥 朝霞地区一部事務組合 

新 河 岸 川 水 循 環 

セ ン タ ー 
し尿・生活雑排水 埼玉県 

 

２ 関連計画 

埼玉県では、平成 28（2016）年 10 月に「埼玉県生活排水処理施設整備構想」を策定

し、公共用水域の水質に対する汚染負荷低減の観点から、生活排水処理施設の整備に関

する指針を定めています。 

この構想では、平成 37（2025）年度に生活排水処理率 100％を達成することが目標と

して示されています。本市に関する下水道人口の目標は、以下のとおりです。［表 3-2-2］ 

 

表 3-2-2：下水道人口の目標 

年  度 目   標 

平成 32 年度 98.4％ 

平成 37 年度 100％ 

 

し尿及び浄化槽汚泥の処理に当たっては、継続して適正処理を推進しま

す。また、将来、し尿処理場における処理量は減少が見込まれることから、

し尿及び浄化槽汚泥の量及び性状の変動に対応した処理体制の構築及び

施設の更新を行います。 

基本方針 
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３ 生活排水処理の目標 

（１）処理形態別人口 

   「埼玉県生活排水処理施設整備構想」では、主に水洗化率を向上させることを目標

に目標値が設定されており、本市においてもこれに向けて取組を進めているところで

す。しかし、組合では、これらの取組の進捗に関わらず、組合圏域から発生するし尿

及び浄化槽汚泥を将来において安定的に処理していく必要があります。 

 

（２）目標値の設定パターン 

   ○パターンＡ：県の目標値を達成する場合の将来人口 

    ・計画処理区域内人口：過去５年間の実績によりトレンド法にて推計 

    ・合併処理浄化槽人口：過去５年間の実績によりトレンド法にて推計 

    ・非水洗化人口（単独処理浄化槽人口+汲み取り人口）：県の目標値を採用 

・公共下水道人口：県の目標値を採用（単独処理浄化槽人口と汲み取り人口は平

成 29 年度実績比率により按分）［表 3-2-3］、［図 3-2-1］ 

 

   ○パターンＢ：過去５年間のトレンドから推測される将来人口 

    ・計画処理区域内人口：過去５年間の実績によりトレンド法にて推計 

    ・合併処理浄化槽人口：過去５年間の実績によりトレンド法にて推計 

    ・単独処理浄化槽人口：過去５年間の実績によりトレンド法にて推計 

    ・汲み取り人口：過去５年間の実績によりトレンド法にて推計 

・公共下水道人口：計画処理区域内人口から上記処理形態別人口を減じた値 

［表 3-2-4］、［図 3-2-2］ 

 

 処理形態別人口の予測は、次頁のとおりです。 
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表 3-2-3：処理形態別人口の予測：パターンＡ（県の目標を達成した場合の値） 

H25 131,429 121,483 92.4 903 0.7 122,386 93.1 2,968 6,075 9,043 6.9

H26 132,876 125,404 94.4 1,010 0.8 126,414 95.1 2,062 4,400 6,462 4.9

H27 134,709 127,528 94.7 974 0.7 128,502 95.4 2,331 3,876 6,207 4.6

H28 136,321 129,744 95.2 868 0.6 130,612 95.8 1,788 3,921 5,709 4.2

H29 137,271 132,002 96.2 900 0.7 132,902 96.8 1,700 2,669 4,369 3.2

H30 138,865 134,571 96.9 833 0.6 135,404 96.9 1,347 2,114 3,461 2.5

H31 140,191 136,902 97.7 561 0.4 137,463 97.7 1,062 1,667 2,728 1.9

H32 141,472 139,208 98.4 340 0.2 139,548 98.4 749 1,175 1,924 1.4

H33 142,711 141,227 99.0 328 0.2 141,555 99.0 450 706 1,156 0.8

H34 143,911 142,817 99.2 317 0.2 143,134 99.2 302 475 777 0.5

H35 145,074 144,058 99.3 305 0.2 144,363 99.4 277 434 566 0.4

H36 146,202 145,500 99.5 292 0.2 145,793 99.5 159 250 409 0.3

H37 147,298 147,003 99.8 295 0.2 147,298 99.8 28 45 73 0.0

H38 148,362 148,066 99.8 297 0.2 148,362 99.8 23 182 60 0.0

H39 149,398 149,099 99.8 299 0.2 149,398 99.8 17 27 44 0.0

H40 150,406 150,105 99.8 301 0.2 150,406 99.8 11 91 29 0.0

① ②＝ ③ ④＝ ⑤ ⑥＝ ⑦＝ ⑧ ⑨ ⑩＝ ⑪

※生活排水処理形態別人口比率：埼玉県生活排水処理基本構想（平成28年10月）より設定。

ただし、この構想では平成32年度、平成37年度における目標値が定められているため、目標値が定められていない年度については、

一定の増減率で推移させ、各年度の人口を求めた。

※水洗化・生活雑排水処理人口の処理率については、予測根拠に示す計算式によるため、構成比率の合計とは必ずしも一致しない。

年度

予測根拠

実績

予測

埼玉県生
活排水処
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想

埼玉県生
活排水処
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埼玉県生
活排水処
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人口推計
結果
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度の単独浄化槽人口
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図 3-2-1：生活排水処理率の推移 
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表 3-2-4：処理形態別人口の予測：パターン B（過去 5 年を基にした推計値） 

H25 131,429 121,483 92.4 903 0.7 122,386 93.1 2,968 6,075 9,043 6.9

H26 132,876 125,404 94.4 1,010 0.8 126,414 95.1 2,062 4,400 6,462 4.9

H27 134,709 127,528 94.7 974 0.7 128,502 95.4 2,331 3,876 6,207 4.6

H28 136,321 129,744 95.2 868 0.6 130,612 95.8 1,788 3,921 5,709 4.2

H29 137,271 132,002 96.2 900 0.7 132,902 96.8 1,700 2,669 4,369 3.2

H30 138,865 136,078 98.0 835 0.6 136,914 98.6 777 1,173 1,951 1.4

H31 140,191 137,653 98.2 826 0.6 138,479 98.8 686 1,027 1,712 1.2

H32 141,472 139,149 98.4 817 0.6 139,966 98.9 605 902 1,506 1.1

H33 142,711 140,576 98.5 808 0.6 141,384 99.1 533 794 1,328 0.9

H34 143,911 141,939 98.6 800 0.6 142,739 99.2 470 702 1,172 0.8

H35 145,074 143,245 98.7 791 0.5 144,037 99.3 415 623 1,037 0.7

H36 146,202 144,499 98.8 784 0.5 145,283 99.4 366 554 920 0.6

H37 147,298 145,705 98.9 776 0.5 146,481 99.4 322 494 817 0.6

H38 148,362 146,867 99.0 769 0.5 147,636 99.5 284 442 726 0.5

H39 149,398 147,989 99.1 762 0.5 148,751 99.6 251 396 647 0.4

H40 150,406 149,073 99.1 755 0.5 149,828 99.6 221 356 577 0.4

① ②＝ ③ ④ ⑤＝ ⑥＝ ⑦＝ ⑧ ⑨ ⑩＝ ⑪＝

※水洗化・生活雑排水処理人口の処理率については、予測根拠に示す計算式によるため、構成比率の合計とは必ずしも一致しない。
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図 3-2-2：生活排水処理率の推移 
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４ 生活排水の処理計画 

（１）下水道施設の計画的整備 

   旧暫定逆線引き地区の市街化区域への編入に伴い、平成 25（2013）年３月に認可区

域を拡大し、平成 25（2013）年度から拡大した区域の整備を計画的に進めています。 

 

（２）下水道の普及と適切な維持管理 

   市民に制度の活用を周知しながら、浄化槽使用世帯の下水道への接続を進めます。 

  また、老朽化した施設の更新などを進め、下水道施設の適切な維持管理に努めます。 

 

（３）合併処理浄化槽の設置推進 

   公共下水道の計画区域外においては、合併処理浄化槽の設置と単独処理浄化槽から

の転換を推進します。また、浄化槽の適正な維持管理の指導に、引き続き努めます。 
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 第３章 し尿及び浄化槽汚泥の処理計画 

１ 収集・運搬計画 

組合圏域におけるし尿及び浄化槽汚泥の収集・運搬は、組合の許可業者により行って

います。今後も、現体制を継続していくものとし、収集対象世帯数等に大きな変動が生

じた場合は、適宜見直しを行うものとします。 

 

２ 中間処理計画 

現在、組合圏域におけるし尿及び浄化槽汚泥は、組合のし尿処理場において処理を行

っています。平成 30（2018）年 8 月より処理能力 38  /日の新施設が稼働しました。今

後は、新施設で生活環境の保全に努めるとともに、施設の運営管理を適正に行っていき

ます。 

 

３ 最終処分計画 

し尿及び浄化槽汚泥の処理過程で発生するし渣は、志木地区衛生組合新座環境センタ

ーで焼却処理を行い、汚泥は希釈して公共下水道に放流します。 

 

４ その他の施策 

（１）環境学習の充実 

 生活排水に対する意識を高揚するための環境学習の場を提供し、住民一人ひとりが

発生源削減対策を実施できるよう啓発を図ります。 

（２）環境情報の提供 

 チラシ等の配布、市ホームページの活用などにより、生活排水対策についての情報

提供に努めます。 

 


